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１、河合塾 第２回大学入試情報分析報告会（第１回） 

（１）『第２回全統共通テスト模試』結果から見る 2026年度入試動向 

  ７月２８日（月）・２９日（火）に実施した『第２回全統共通テスト模試』の結果をふまえて、2026 

年度入試動向について、Web配信による報告会が現在も開催されております。夏休み中の実施した模 

試であるため、志望校の変更をしている受験生もいると思われます。あくまでも、2026年度入試動向 

について、全体の概要や特徴を把握しておくことは本番に向けて大切だと思います。そして、１・２ 

年生の皆さんも、今後の学習や志望校の決定にいかして欲しいと思います。 

  

（２）2026年度入試の環境  ※河合塾資料参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 大学入学定員と志願者数 

 ・18歳人口は前年並みで維持（109.3万人：昨年度から＋0.2）、大学志願者数も前年並み・微増 

 ・入学定員は国公立大で前年並み、公立大で微増、私立大では微減となる見込み（定員の適正化） 

 

  ※ 私立大の定員厳格化 … 2016年度以降、文部科学省が大学への補助金を減らすことを通して、 

               入学定員を大幅に超えて学生を受け入れる大学を是正 

  

  ※ 定員厳格化の緩和 … 2023年度から、定員厳格の緩和を導入。大学全体の総定員数（１～４ 

年生の合計）で超過率を判断＝「収容定員」 

収容定員規模 2023年度 2024年度 2025年～ 

4,000人未満の大学 1.5倍 1.4倍 1.3倍 

4,000人以上 8,000人未満の大学 1.4倍 1.3倍 1.2倍 

8,000人以上の大学 1.3倍 1.2倍 1.1倍 

 

   上記の基準を超過すると私学助成金が減額または不交付となるため、大学は合格者数をより慎重 

に調整する必要があります。また、既存学部の収容定員充足率が５割以下の場合は、新たな学部設置 

が認められない基準が設けられました。そのため、大学によっては合格者数の絞り込みや追加合格 

 の小刻みな発表が行われる可能性があります。（同じ学力でも、以前よりも合格が難しくなる？） 

前南進路だより  



※主な私立大一般選抜の合格者増減と倍率変動の例（2025年） （螢雪時代 11月号参照） 

 

← 2025年度入試では、難関～中堅上位校で志

願者増の一方で合格者が絞り込まれ、実質倍率

（受験者数÷合格者数）が軒並みアップした大

学がありました。2026年入試も同じ傾向が続く

と見られますが、「志願者増・合格者減」が顕著

だった大学（学習院大・中央大・立教大 他）は、

その反動が見込まれるかもしれません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 学部新設・再編の動き  

 ※2026年度 主な大学の学部新設 （河合塾資料参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【県内大学の動き】 

～群馬大の入試変更点～ 

  ①共同教育で後期を募集停止 

②医（保健＝看護）【前】【後】で、共テを８→７科目（理科２→１科目）に軽減 

③医（保健＝看護）【前】で２次を「小論文→外国語・面接」 

同（同＝検査技術科学、理学療法学、作業療法学）【前】で２次を「小論文→数学・理科・外国    

語」に増加 

④医（保健）【後】で２次を「小論文 → 面接」に変更 

 

～前橋工科大の入試変更点～ 

①工で募集人員を「前期 180人→156人、中期 24人→48人」に変更（前期→中期に移行） 

②工【中】で２段階選抜の予告倍率を「約 40倍→約 20倍」に引き締める 

③工【前】【中】で、募集単位を「学群一括募集→プログラム別募集」に変更 

 

  ～前橋国際大の新設学部～ 

   ・デジタル共創学部 新設 

 



 ③入試ルールの見直し 

・2025年度に、首都圏で東洋大・大東文化大などが導入した学校推薦型選抜「基礎学力テスト型」の 

入試をふまえ、「令和８年度大学入学者選抜実施要項」で２月１日以前に学力試験を実施する場合、 

小論文・面接や提出書類など他の評価方法との組み合わせを条件に可能となったようです。その影 

響を受けたのが、以前から同様の入試を行ってきた関西地区であり、京都産業大・近畿大など多く 

の大学で志望理由書・自己推薦書等の事前提出の導入が相次ぎました。 

  

 ・入学金の二重払いについて、文科省によると国立大学の入学金は約 28万円、私立大学の入学金は 

約 24万円とされており、決して安価ではありません。直近３年以内に受験した大学生の約 27.0％ 

が二重払いを経験しているという調査結果もあります。2025年６月下旬、文科省は全国の私立大学

に対し、入学金の負担軽減策を検討するよう通知しました。文科省は具体的に、以下のような負担

軽減策を例として挙げております。 

 

※ 入学金の分割払い … 入学金の一部を先に納め、残額は最終的な入学決定後に納める方式 

 

※ 返還制度の導入 … 入学辞退の時期が早い場合など、追加募集で代わりの入学者を確保で 

きる見込みがある場合に、納付済みの入学金を返還する制度 

 

 


